新型 ゴコロ ナウ イル スズ 感染 症 の 影響 で 、 
個人 や 個人 事業 主 の 方 で 
住宅 ロー ン や 事業 性 ロー ン な どの 返済 に 
お 困り で ば は あり まぜ ん か ? 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 受け 、 自 己 破産 な どの 法 的 整理 の 要件 に 該当 ずる こと と な っ た 
個人 ・ 個 人 事業 主 の 債務 整理 を 行い 、 自 助 努力 に よる 生活 や 事業 の 再建 を 支援 する た め | 自然 災害 
に よる 被災 者 の 債務 整理 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 特 則 が で きま し た 。 


この 特 則 で は 、 住宅 ロー ン に 加え 、 カ ー ド ロー ン 等 の その 他 の 債務 を 抱え る 個人 ・ 個 人 事業 主 に 
つい て 、 住 宅 を 手放す こと な く 、 住宅 ロー ン 以 外 の 債務 の 免除 ・ 減 額 な ど を 
申し 出る こと が で きま す (一 定 の 要件 を 満た す 必要 が あり ます ) 。 













、 敵 


7 例え ば 、 次 の よう な 個人 ・ 個 人 事業 主 の 方 が 
ご 利用 いた だ け ま す 。 


・ 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 で 、 失業 や 収入 の 減少 に より 、 ロ ー ン が 返済 で き な い 。 

・ 資 産 より 負債 が 多く 、 将 来 の 収入 の 見 通し が 立た ず 返 済 で き な い 。 

・ 住 宅 ロ ー ン に 加え 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 業 症 の 影響 で 、 カ ー ド ロー ン 等 その 他 の ロー 
ン の 負担 が 大 きく な り 返 済 で き ぎ な い 。 

・ 事 業 を 再建 し た いと 考え て いる が 、 既 存 債務 の 負担 が 大 きい 。 

・ 事 業 を 廃業 し て 再 ス ター ト し た いと 考え て いる が 、 債 務 を 返済 で き な い 。 





無料 で 財産 の 一 部 を 個人 信用 情報 と し て 
手元 に 残せ る || 登録 され な い 


債務 整理 し た こと は 、 個 人 信用 情報 
と し て 登録 され な いた め 、 新 た な 借 
入れ に 影響 が 及び ませ ん 。 


弁護 士 等 の 「 登 録 支援 専門 家 ] に よ 


工 料 で 受け と o R 
GR 具体 的 に は 、 債 務 者 の 生活 状況 な ど 
弁護 士 の ほか 、 公 認 会 計 士 、 税 理 士 、 不 動産 鑑定 士 。 


な お 、 特 定 調停 手続 に 関す る 費用 は 、 債 務 者 ご 自身 に の 個別 事情 に より 異な り ま す 。 


負担 し て いた だ く こ と に な り ま す 。 



































新型 コロ ナウ イル ス 感 業 拡 大 防止 の た め 、 まず ば お 電話 で ロー ン 借 入 先 の 金融 機関 等 に 
お 問い 合わ せく だ さい 。 


詳し く は 裏面 を ご 覧 くだ さい 。 な お 、 金融 機関 で は 、 返 済 猫 予 等 の 条件 変更 の 相談 も 受け 付け て いま す 。 





4f。 全 語 Ea 東日本 大 禁 人 炎 ・ 自 然 鱗 害 被災 者 NR 
2 釜 融 庁 i 債務 整理 ガイ ドラ イン 運営 機関 ” 回 


詳し く は 、 運 営 機関 ウェ ブサ イト を ご 確認 くだ さい 。 http://www.dglorjp/ 








適用 要件 等 (個人 ・ 個 人 事業 主 向 け ) 


・ 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 以外 の 理由 に より 返済 困難 と な っ た 方 は 、 本 特 則 を 利用 する こと は で きま せん 。 


・ 本 特 則 に お ける 対象 債務 は 、 以 下 の と お り で す 。 
画 2020 年 2 月 | 日 以前 に 負担 し て いた 既往 債務 


一 2020 年 2 月 2 日 以降 、 本 特 則 制 定 日 (2020 年 10 月 30 日 ) まで に 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に よる 収入 や 売 
上 等 の 減少 に 対応 する こと を 主 な 目的 と し て 以下 の よう な 貸付 等 を 受け た こと に 起因 する 債務 


( 〇 ① 政 府 系 金融 機関 の 新型 コロ ナ 感 染 症 特別 貸付 
② 民 間 金 融 機関 に お ける 実質 無利子 ・ 無 担保 融資 
③ 民 間 金 融 機関 に お ける 個人 向け 貸付 





・ 債 務 の 免除 等 に は 、 一 定 の 要件 (債務 者 の 財産 や コロ ナ 


前 後 の 収入 状 況 、 信 用 、 債 務 総額 、 返 済 期間 、 利 率 と 


いっ た 支払 条件 、 家 計 の 状況 等 を 総合 的 に 考慮 し て 判断 ) を 満た すこ と や ロー ン の 借入 先 の 同意 が 必要 と な り ま す 。 ま 
た 、 簡易 裁判 所 の 特定 調停 手続 を 利用 する こと が 必要 と な り ま す 。 


・ 本 特 則 に よる 支援 類型 は 、 以 下 の と お り で す 。 














個人 : 住宅 資金 特別 条項 (住宅 ロー ン の 弁済 は 継続 し 住宅 は 残し た うえ で 、 そ の 他 の 債務 を 整理 する )、 清 算 型 ( 住 
宅 等 の 資産 を 処分 ・ 換 価 し て 弁済 。 ま た は 資産 の 処分 ・ 換 価 の 代わ り に 住宅 等 の 資産 の 「 公 正 な 価額 」 を 一 
括 も し く は 原則 5 年 以内 で 弁済 し て 当該 資産 を 残す ) な ど 。 
人 事業 主 : 清算 型 (上 記 の 個人 に 同じ )、 事 業 継続 型 (再建 計画 を 策定 の うえ 、 事 業 か ら の 収益 等 に より 弁済 )、 住 
宅 資 金 特 別 条 項 (上 記 の 個人 に 同じ ) な ど 。 


※ い ずれ の 支援 類型 に お いて も 、 資 産 の 処分 や 事業 か ら の 収益 等 に より 弁済 で き な い 金 額 に つい て は 、 借 入 先 の 同意 を 


得 て 債務 が 免除 され ます 。 


文 特定 調停 手続 の 利用 を 含む 手続 の 流れ は 下 の 図 を ご 参照 くだ さい 。 





⑩ 手 続 着 手 の 申出 


最も 多額 の ロー ン を 借り て いる 金融 機関 等 へ 、 ガ イド ライ ン の 手続 

着手 を 希望 する こと を 申し 出 ます (受付 窓口 は 当該 金融 機関 へ 確認 

し て くだ さい ) 。 金 融 機関 か ら 借入 先 、 借 入 残高 、 年 収 、 資産 ( 預 

金 な ど ) の 状況 な ど を お 聞き する こと が あり ます 。 

( 注 ) お 手元 に 借入 れ の 状況 な どの 次 
料 を ご 用 意 く だ さい 。 な お 、 必 


要 な 事項 を お 聞き し 終え た 日 を 
も っ て 手続 着手 の 申出 日 に な り 













































































9 専門 家 に よる 手続 支援 を 依頼 


上 記 ① の 金融 機関 等 か ら 手 続 着手 に つい て 同意 が 得 ら れ た 後 、 地 

元 弁 護 士 会 な ど を 通じ て 、 東 日 本 大 震 災 ・ 自 然 災害 被災 者 債務 整 

理 ガ イド ライ ン 運 営 機関 に 対し 、 「 登 

録 支援 専門 家 」 に よる 手続 支援 を 

依頼 し ます 。 

( 注 ) 「 登 録 支援 専門 家 」 は 、 弁 護 士 、 公 認 会 
計 土 、 税 理 士 、 不 動産 鑑定 士 で す が 、 弁 
護 士 以外 は 一 部 業務 を 実施 で きま せん 。 






































9 債務 整理 (開始 ) の 申出 


金融 機関 等 に 債務 整理 を 申し 出 て 、 申 出 書 の ほか 財産 目録 な どの 
必要 書類 を 提出 し ます (書類 作成 の 際 、「 登 録 支援 専門 家 」 の 支 
援 を 受け る こと が で きま す ) 。 
債務 整理 の 申出 後 は 、 原 則 
債務 の 返済 や 畠 促 は 一 時 停 
止 と な り ま す 。 















































「 合 録 支援 専門 家 」 の 支援 を 受 
け な が ら 、 金融 機関 等 と の 協議 を し we 
LJ 
人 5 
作成 し ます 。 
⑮「 調 停 条 項 案 」 の 提出 ・ 説 明 
「 調 停 条 項 案 」 を 提出 ・ 説 明 し ます 
(金融 機関 等 は | カ月 以内 に 同意 す 
債務 整理 の 対象 に し よう と する 全て の 借入 先 か ら 同意 が 得 られ た 場 
合 、 簡 易 裁 判 所 へ 特定 調停 を 申し 立て ます (申立 費用 は 債務 者 の 
停 申 立 書類 の 作成 等 の 支援 は 
で きま す が 、 原則 と し て 、 特 定 
く 必要 が あり ます 。 
《@ 調 停 条 項 の 確定 


通じ て 、 債 務 整 理 の 内 容 を 盛り 
' 登 録 支 援 専 門 家 」 を 経由 し て 、 金 
る か 否 か 回 答 し ます )。 
ご 負担 と な り ま す ) 。 

調停 の 場 に 出頭 する こと は で き 
特定 調停 手続 に より 調停 条項 が 


⑳ | 調停 条項 案 ] の 作成 
込ん だ 書類 (調停 条項 案 」) を 
融 機関 等 へ ガイ ドラ イン に 適合 する 
⑬ 特 定 調停 の 申立 
( 注 ) 「 登 録 支 援 専門 家 」 は 特定 調 
ず 、 債務 者 ご 自身 に 出頭 いた だ 
確定 すれ ば 債務 整理 成立 で す 。 
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